
変更理由

　貸付年度の翌々年度以降の納付金に上乗せし、原則、
３年間で償還することとします。

　貸付年度の翌年度以降の納付金に上乗せし、原則、
翌々年度から３年間で償還することとします。

　翌々年度以降、市町の納付金の算定に上乗せして徴収
し、基金に繰入を行います。

　翌年度以降、市町の納付金の算定に上乗せして徴収
し、基金に繰入を行います。

福井県国民健康保険運営方針の修正について
案（修正後） 中間案（修正前）

○市町に対する貸付

③貸付額の償還

○県による取崩し

③取崩額の繰入れ

・誤りを修正

・目次と本文の
記述を統一。
・第９章「国保
の健全な運営」
は、本方針全般
に係ることであ
るためタイトル

○県による取崩し

③取崩額の繰入れ

【Ｐ１９】

６　財政安定化基金の運用

（２）貸付事業

６　財政安定化基金の運用

（２）貸付事業

○市町に対する貸付

③貸付額の償還

【Ｐ１９】

・入院、入院
外、歯科等別を
表現する記述を
統一。

第８章　保健医療サービス・福祉サービス等に関する
　　　　施策との連携

【Ｐ１０】

（１）福井県の国保医療費の状況

第９章　施策実施のために必要な関係市町相互間の連絡調整 第９章　福井県の国民健康保険の健全な運営

【目次】

第２章　国民健康保険の医療に要する費用および財政の見通
し

２　医療費の動向

（１）福井県の国保医療費の状況

＜年齢階級別医療費＞

図8　本県の年齢階級別 診療種類別 1人当たり医療費（平成
27年度）

第２章　国民健康保険の医療に要する費用および財政の見通
し

第８章　保健医療サービスおよび福祉サービス等に関する
　　　　施策との連携

【目次】

【Ｐ１０】

２　医療費の動向

図8　本県の年齢階級別 業種別 1人当たり医療費（平成27年
度）

＜年齢階級別医療費＞
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変更理由案（修正後） 中間案（修正前）

　現状では、医療分について、すべての市町が４方式
（所得割、資産割、均等割、平等割）を採用しています
が、所得が低いにもかかわらず固定資産へ賦課されるこ
とで負担能力に見合わない保険料負担となる世帯がある
こと、当該市町外に所有する固定資産は保険税算定対象
外となること、資産割の縮小を図っている市町があるこ
となどから、資産割を廃止した３方式による算定としま
す。

　現状では、医療分について、すべての市町が４方式
（所得割、資産割、均等割、平等割）を採用しています
が、所得が低いにもかかわらず固定資産へ賦課されるこ
とで負担能力に見合わない保険料負担となる世帯がある
こと、資産割の縮小を図っている市町があることなどか
ら、資産割を廃止した３方式による算定とします。

第３章　納付金および標準的な保険料の算定方法

５　標準保険料率の算定方式

（１）標準的な算定方式

【Ｐ２８】

第４章　保険税の徴収の適正な実施第４章　保険税の徴収の適正な実施

【Ｐ２５】 【Ｐ２５】

第３章　納付金および標準的な保険料の算定方法

（１）標準的な算定方式

５　標準保険料率の算定方式

・保険税算定方
式について、資
産割を廃止する
理由を追記。

１　保険税徴収の現状

　出典：厚生労働省保険局国民健康保険課調べ（各年度6月1
日現在）

　出典：厚生労働省保険局国民健康保険課調べ（各年6月1日
現在）

表22　滞納世帯数等の推移

（１）保険税の収納率等の推移

表22　滞納世帯数等の推移（速報値）

【Ｐ２８】

（１）保険税の収納率等の推移

・厚生労働省の
公表と一致する
よう修正。

１　保険税徴収の現状

滞納
世帯数

割合 順位
滞納
世帯数

割合 順位
滞納
世帯数

割合 順位
滞納
世帯数

割合 順位
滞納
世帯数

割合 順位
滞納
世帯数

割合 順位

平成28年平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

滞納
世帯数

割合 順位
滞納
世帯数

割合 順位
滞納
世帯数

割合 順位
滞納
世帯数

割合 順位
滞納
世帯数

割合 順位
滞納
世帯数

割合 順位

平成28年度（速報）平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度（速報）
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変更理由案（修正後） 中間案（修正前）

　納付方法別の世帯構成をみると、口座振替世帯の比率
が高い市町は収納率が高い傾向が見られます。

　納付方法別の世帯構成をみると、収納率が高い若狭町
は納付組織による比率が高く自主納付の比率が低いのに
対し、収納率が低い敦賀市は自主納付の比率が高くなっ
ています。また、口座振替世帯の比率が高い市町は収納
率が高い傾向が見られます。

　平成27年度の県内市町国保の１人当たり医療費を診療
種類別にみると、入院（食事療養・生活療養含む）は
154,717円（全国130,531円）、入院外（調剤含む）は
200,030円（同188,324円）となっており、いずれも全国
平均より高くなっています。

　平成27年度の県内市町国保の１人当たり医療費を診療
種別にみると、入院（食事療養・生活療養含む）は
154,717円（全国130,531円）、入院外（調剤含む）は
200,030円（同188,324円）となっており、いずれも全国
平均より高くなっています。

　市町別の１人当たり医療費（平成25～27年度平均）を
診療種類別にみると、県平均に比べ、入院外医療費（調
剤含む）は勝山市、美浜町、大野市、南越前町が高く、
入院医療費（食事・生活療養含む）は美浜町、おおい
町、池田町、南越前町が高くなっています。

　市町別の１人当たり医療費（平成25～27年度平均）を
診療種別にみると、県平均に比べ、勝山市、美浜町、大
野市、南越前町は入院外医療費（調剤含む）が高く、美
浜町、おおい町、池田町、南越前町は入院医療費（食
事・生活療養含む）が高くなっています。

【Ｐ２９】

（１）１人当たり医療費の状況

＜診療種別医療費＞

表30　年度別 業種別 １人当たり医療費

図17　年度別 業種別 １人当たり医療費

表31　業種別 診療費諸率（H２７年度）

表32　市町別 診療種類別 １人当たり医療費

図18　市町別 診療種類別 １人当たり医療費の県平均との差

＜市町別・診療種類別医療費＞

【Ｐ２９】

【Ｐ３７～３８】

表31　診療種類別 診療費諸率（H２７年度）

【Ｐ３９】

（２）収納対策の実施状況および納付方法別世帯構成

【Ｐ３７～３８】

第６章　医療に要する費用の適正化の取組み 第６章　医療に要する費用の適正化の取組み

１　国保医療費の現状 １　国保医療費の現状

（２）収納対策の実施状況および納付方法別世帯構成

＜診療種類別医療費＞

表30　年度別 診療種類別 １人当たり医療費

図17　年度別 診療種類別 １人当たり医療費

（１）１人当たり医療費の状況

＜市町別・診療種別医療費＞

表32　市町別 業種別 １人当たり医療費

図18　市町別 業種別 １人当たり医療費の県平均との差

・入院、入院
外、歯科等別を
表現する記述を
統一。

・市町からの意
見を踏まえ記述
を修正。

・入院、入院
外、歯科等別を
表現する記述を
統一。

・納付組織によ
る納付を推進し
ていく意図はな
いため、口座振
替世帯の状況に
ついてのみの記
述に修正。

【Ｐ３９】
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変更理由案（修正後） 中間案（修正前）

　県内市町国保の後発医薬品の使用割合は、平成25年度
から27年度までをみると、すべての市町で増加してお
り、平成27年度は61.9％となっています。

　本県市町国保の後発医薬品の使用割合は、平成25年度
から27年度までをみると、すべての市町で増加してお
り、平成27年度は61.9％となっています。

　市町は、地域包括ケアシステムの構築において保険医
療と福祉サービスの連携が一層進むよう、医療・介護・
保健・福祉・住まいなどの関係者で構成する地域のネッ
トワークへの参画を進め、被保険者に対する保健活動や
保健事業の実施状況について関係者と情報共有を図りま
す。また、国保直営診療施設等を拠点として、健康づく
り、介護・疾病予防、在宅ケアサービスの提供など地域

　市町は、地域包括ケアシステムの構築において保険医
療と福祉サービスの連携が一層進むよう、医療・介護・
保健・福祉・住まいなどの関係者で構成する地域のネッ
トワークへの参画を進め、被保険者に対する保健活動や
保健事業の実施状況について関係者と情報共有を図りま
す。また、国保直営診療施設を拠点として、健康づく
り、介護・疾病予防、在宅ケアサービスの提供など地域

【Ｐ４６】

（５）後発医薬品の使用状況（５）後発医薬品の使用状況

【Ｐ４６】

２　医療費適正化の取組みの現状 ２　医療費適正化の取組みの現状

（４）重複受診や重複服薬への訪問指導等の実施状況 （４）重複受診や重複服薬への訪問指導等の実施状況

表39　重複受診や重複服薬の指導実施状況
表39　重複受診や重複服薬の指導実施状況・件数（単位：市
町）

・不要な記述を
削除。

・記述を他の箇
所にあわせ統一

（２）保健医療サービスと福祉サービス等に関する施策との
連携

（２）保健医療サービスと福祉サービス等に関する施策との
連携

・地域包括ケア
の拠点を国保直
営診療施設に限
らず、その推進
に取り組んでい
ただくため、
「国保直営診療
施設等」を追
記。

【Ｐ５２】 【Ｐ５２】

第８章　保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策と
の連携

第８章　保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策と
の連携

１　保健医療サービス・福祉サービス等との連携 １　保健医療サービス・福祉サービス等との連携

・記述を他の箇
所にあわせ統一

第７章　市町が担う国民健康保険事業の広域的および効率的
な
　　　　運営の推進

第７章　市町が担う国民健康保険事業の広域的および効率的
な
　　　　運営の推進

１　広域的および効率的な運営の推進に向けた取組み １　広域的および効率的な運営の推進に向けた取組

【Ｐ５０】 【Ｐ５０】
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変更理由案（修正後） 中間案（修正前）

　本県における国保制度の安定かつ円滑な運営のために
は、県と市町、国保連合会の相互の連携が重要となりま
す。このための協議の場として、新制度移行後も市町国
保担当課長等で構成する福井県国保運営方針連携会議を
引き続き開催し、国保運営方針に基づく取組状況の把
握、課題への対応や国保運営にかかる提案要望などにつ
いて意見調整などを行っていきます。

　本県における国保制度の安定かつ円滑な運営のために
は、県と市町、国保連合会の相互の連携が重要となりま
す。このための協議の場として、新制度移行後も市町国
保担当課長等で構成する福井県国保運営方針連携会議を
引き続き開催し、国保運営方針に基づく取組状況の把握
や課題の検討、意見調整などを行っていきます。

【Ｐ５３】 【Ｐ５３】
・「国保運営に
かかる提案要望
などについて」
を追記し、国保
運営を進めてい
く上で必要な国
や関係機関等へ
の提案などを連
携会議において
協議。

第９章　施策実施のために必要な関係市町相互間の連絡調
整

第９章国民健康保険の健全な運営

（１）福井県国民健康保険運営方針連携会議の開催 （１）福井県国民健康保険運営方針連携会議の開催
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